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■要 旨
大災害のたびに叫ばれる「復興」であるが、その意味は曖昧である。関東大
震災（1923年）後の「帝都復興」に代表される「都市の開発・再開発」型の
「復興」観が根強いなか、近年では、阪神・淡路大震災（1995年）以降、「被
災者のくらしの再生」を重視する新しい「復興」観が登場し、新旧二つの「復
興」観がせめぎあっている。本稿は、「復興」という言葉の用法、法律や行政
実務における解釈を分析しながら、その意味上の混乱を指摘し、新たな「再生
型復興」概念を提示する。
「復興」とは「災害によって衰えた被災者および被災地が再生すること」で
ある。「復興」は必ずしも「災害前より良くなる」ことではなく、この言葉の
字義に忠実に、「一度衰えたものが、再び盛んになること」である。こうした
観点から、「くらし」と「すまい」の復興、「まち」と「むら」の復興のために
何が必要かを指摘する。同時に、「復興」＝「再び盛んになる」という状態が感
性的＝審美的（aesthetic）な性格をもつことに注目し、五感を活用した「社会
美学的」な復興調査の重要性を指摘する。
「成熟社会」とは「人口および物質的消費の成長はあきらめても、生活の質
を成長させることはあきらめない世界」（ガボール）のことである。本稿は従
来の「成長社会」とは異なる「成熟社会」の観点から、自然災害からの「復
興」を再定義する試みである。
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1 はじめに－「復興」とは？
「被災地の復旧・復興に全力を尽くしてまいります」。「一日も早く被災者
の方々が安心して生活できるよう、復旧と復興に全力を尽くすとともに、災
害に強い国（地域）づくりを一層進めてまいります」。大きな災害が起きる
たびに、耳にする言葉である。しかし、ここで云われている「復興」とは、
一体どういう状態を意味するのだろうか。また、「復興」と「復旧」はどう
違うのだろうか。
一般に、大災害への事後対応として、「応急救助」「復旧」「復興」がある
とされている。「応急救助」は消防や自衛隊の出動、さらには避難所での救
援活動など、災害直後の活動であるのに対し、「復旧」と「復興」は応急対
応が一段落したのちに必要となる活動である。しかし、「復旧」が、電気・
ガス・水道を使えるようにし、道路・鉄道・港湾を修復し、学校・病院など
の公共施設を再建するという明確な意味を持つのに対し、「復興」の意味は
曖昧であり、多義的である。
何がどうなることを「復興」と言うのだろうか。一方には、被災地に高層
ビルが林立することをもって「復興」とみなす立場がある。従来の「成長社
会」型の復興観である。しかし、他方には、被災地住民が元気を取り戻し、
くらしを再生させることをもって「復興」とする見方もある。近年の「成熟
社会」型の復興観といえよう。
「復興」をめぐっては、これら新旧の復興観とその狭間にあるさまざまな
立場が入り乱れ、言葉遣いに混乱が生じている。たとえば、「復旧より復興
を」と「復興より復旧を」という正反対の表現が、ともに被災者の生活再建
支援を訴える立場からなされることがある。また、「復旧は進んでいるが、
復興はまだだ」という一般的評価と並んで「復旧はまだだが、復興は進んで
いる」という評価も現れた1）。大災害が起こるたびに誰もが口にする「復
興」であるが、今やその意味が混乱している。
そもそも災害からの「復興」とは何を意味するのだろうか。この問題が強
く自覚された背景には、1995年 1月 17日早朝の「兵庫県南部地震」があっ
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た。この大地震は多くの家屋を倒壊させ、たくさんの人命を奪い、神戸・阪
神間および淡路島の住民生活を一瞬にして崩壊させた。その人間社会に対す
る災いが「阪神・淡路大震災」である2）。「兵庫県南部地震」はわずか数十
秒の出来事であった。が、「阪神・淡路大震災」という災いは十年以上が経
過した今もなお続いている。復興公営住宅における孤独死、零細商工業者の
倒産、二重ローンの重圧、下町コミュニティの崩壊をはじめ、生活、住居、
雇用、産業、地域活力の問題など、長期にわたる災いや困難が今なお存在す
る。こうした災いや困難を緩和し、克服していくことこそが災害「復興」な
のではないか。被災者や被災地の抱える問題に携わってきた人々の間から、
「復興」の問い直しがなされるようになったのである。
しかし、このような見方は政府・自治体や経済界のみならず、工学系防災
学を中心とする学界の「復興」観とも隔たりがある。また、長期にわたる生
活、住居、雇用、産業、地域活力上の困難克服としての「復興」は、被災者
救助やインフラ復旧と比べて可視性が低く、その重要性が一般に認識されに
くいという問題もある。そこで、神戸や中越地方のような激甚被災地では理
解されても、東京をはじめとする（ここ数十年における）非被災地では経験
と情報が圧倒的に不足しており、従来型の古い「復興」観が根強く維持され
ている。政財官学のみならず、国民一般の意識に対しても、阪神・淡路大震
災以降の「復興」観は十分に浸透していない。加えて、「イラク人道復興支
援活動」のような不可解な用例も登場し、「復興」をめぐる意味上の混乱に
拍車をかけている。
本稿の課題は、災害「復興」の意味を問い直しつつ、今後の「成熟社会」
にふさわしい「復興」概念を確立することである。
2 「復興」の一般的意味
2. 1 「復旧」と「復興」の区別
まずは、「復興」の一般的意味について検討しよう。その際、自然災害の
たびに呪文のように唱えられる「復興」の用例をいくら集めても、本稿の目
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的は達せられない。いくつかの試行錯誤の結果、有益な方法は、「復旧と復
興の違い」に言及した用例であることに気づかされた。そこで、インター
ネット上の文字検索で「復旧と復興」「復旧・復興」などの文字列を検索
し、そこから「復旧」とは異なる「復興」の特質への言及を拾い出してみ
た3）。いずれも新聞・雑誌などマスメディアでよく目にする文例であり、災
害からの「復興」の一般的用例がおおむね代表されていると思われる。
・「復旧というと要はもと通りに直すだけ、復興はそれ以上にする」
・「災いを転じて福となす・・・つまり新しい物をつくる」
・「旧状の水準を越えた新しい価値や質が付加された都市空間を生み出す
こと」
・「復旧に加えより望ましい状態に引き上げること」
・「復旧は足し算の答えが 0と決まっていますが、復興は 0だけでなく 1
にも 2にも 3にもなる結果があり得ます」
・「復興は、災害前の状態に戻すことを超えて、本来あるべき状態を作る
ことです。復興は、災害を受ける前より良い街や生活環境や活気に満ち
た地域経済を作るものでなければなりません。災い転じて福となったと
思えるような、各種の再建や変革が復興です」
以上の用例で、あらためて注目すべき点がある。「復旧」は文字通り「元
の状態に戻すこと」であるのに対し、「復興」は「それ以上にする」「災害前
より良くする」「新しい価値や質を付加する」「災い転じて福となす」ことだ
とされている点である。同様の理解は、アカデミックな防災学テキストにお
ける定義にも見受けられる。たとえば、災害復旧とは「原型復帰を基本とす
る災害対応活動」（「災害によって破壊された施設や機能を災害前の状態にも
どす」）ことであるのに対し、災害復興とは「災害前とまったく同じ施設、
機能にもどすのではなく、地域が災害に見舞われる前以上の活力を備えるよ
うに、暮らしと環境を再建していく活動」である、とされている［林，
2003：116］。
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しかし、冷静に考えれば、「復興」＝「災害前
 
よ
 
り
 
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 
く
 
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 
る
 
」とする理解
は、この言葉の字義を逸脱している。「復興」の字義は「一度衰えたもの
が、再
 
び
 
盛
 
ん
 
に
 
な
 
る
 
こと」、である4）。災害以前に盛んであった被災者（被
災地）が「再び盛んになること」が「復興」本来の意味であり、そこには
「災害前より良くなる」ことは含まれていない。仮に災害前と同じ水準で
あっても、「再び盛ん」になっていれば、「復興」である。
これはけっして些末な「言葉の問題」ではない。以下に明らかになるよう
に、「復興」の本質に関わる重大な問題なのである。
2. 2 新旧の「復興」イメージ
それでは、なぜ、「復興」＝「災害前より良くなる」という、本来の字義か
らの逸脱が一般化したのだろうか。一つは、災害の再発を防止するために、
たんなる「復旧」ではなく「前より良く」することが必要とされる。豪雨で
決壊した堤防を復元し、地震で倒壊した病院を再建するとき、以前より堤防
を高くし、建物の耐震性を高めなければならない（ただし、後述するよう
に、「防災性の向上」の意味で「災害前より良くなる」のは、「改良復旧」に
該当し、必ずしも「復興」の概念を必要としない）。もう一つ、「復興」＝「災
害前より良くなる」という表現が、被災者住民を心理的に鼓舞するレトリッ
クとして受け入れられてきたという事情がある。災害直後の混乱が一段落
し、いよいよ生活や地域の再建に取りかかろうとするとき、「災害前より良
くする」「災いを転じて福となす」といった姿勢は共感を呼びやすい。
しかし、以上のような事情だけでは、「復興」＝「災害前より良くなる」と
いう理解が一般化したことを十分に説明できない。なぜならば、「災害前よ
り良くなる」ことは、ほとんどの場合、防災力の向上や被災者・被災地への
心理的鼓舞をはるかにこえて、都市や地域全体の総合的開発・再開発が意味
してきたからである。逆にいえば、「復興」＝「都市（地域）の開発・再開
発」というイメージが政府・自治体や防災学界、さらにマスメディアを通じ
て国民一般のなかに沈殿している。そのために、「復興」＝「災害前より良く
なる」というイメージが一般化したのではないだろうか。
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ふり返ってみれば、近代日本において、大規模な都市開発としての「復
興」を鮮烈に印象づけたのが、関東大震災（1923 年）における「帝都復
興」であった。当時、なお近世江戸の面影を残していた下町が焼け野原とな
り、その「災いを転じて」今日にいたる近代東京の都市基盤が計画的に開
発・整備された。首都の近代化と国家の軍事的・経済的強化を急ぐ政府は、
震災復興を強力に進めるために、「帝都復興院」という特別の政府部門を設
置したほどである5）。こうした開発・再開発志向の「復興」イメージは、敗
戦後の「戦災復興」に引き継がれた。経済発展を至上命令とした「戦災復興
院」や「復興金融公庫」（のちの日本興業銀行）の設立が象徴的である。そ
して、この一連の流れにある「復興」イメージは、その後の高度成長期へと
持ち込まれた。「復興」という言葉が、その本来の字義をこえて、「災害前よ
り良くする」「災いを転じて福となす」といった響きをもつにいたった背景
には、このような歴史的経緯が確かに存在する。
阪神・淡路大震災以降、「都市の開発・再開発」に重心をおく旧来の「復
興」イメージは、「被災者住民のくらしの再生」を重視する新しい「復興」
イメージによって相対化されつつある。旧い「成長社会」の思想が、新しい
「成熟社会」の思想から挑戦を受けていると言ってもよい。そこでは、「災害
前より良くなること」よりも「一度衰えたものが、再び盛んになること」と
いう、「復興」本来の意味を「復興」させる必要がある。この言葉に沈殿し
た都市（地域）開発のイメージを相対化し、「くらし」や「すまい」や「ま
ち」や「むら」の再生、というイメージを強めていく必要がある。
だが、その作業に入る前に、現行の災害法制および行政実務における「復
興」がどのような意味をもっているのか、検討しておこう。
3 災害法制および行政実務における「復興」
3. 1 災害法制における「復興」
まず、意外なことに、日本の災害関連法には「復興」が規定されていない
ことを確認しておく必要がある。「復興」は法的概念としては存在していな
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いのである。たとえば、
我が国においては、これまで「復旧」については、災害対策基本法等
において一定の制度化が図られているものの、「復興」については、そ
の概念すら未だ明確にされていない。あくまで、原状復旧が基本とさ
れ、再度の災害防止等の観点から改良復旧の仕組みが設けられている程
度である［兵庫県・復興 10年委員会，2005：1］。
ここで、「改良復旧まではあるが、復興はない」という説明には、「復旧」
の延長上に「復興」を位置づける考え方がよく出ていて、注目に値する。こ
の問題は後述するが、いずれにしろ、「復興」は法的概念（に基づく国の制
度）として確立されていない。以下、あらためて、現代日本における災害法
制の二本柱、災害救助法と災害対策基本法の条文を読んでおこう。
まず、災害救助法（1947年）であるが、その第 1条に「災害に際して、
国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急
的に必要な救助を行い、災害にかかつた者の保護と社会の秩序の保全を図る
ことを目的とする」とある。おもに罹災者の応急救助のための法律であり、
避難所の提供から食事や毛布の供与、さらに仮設住宅の提供などを国に義務
づけている。その究極目的は「罹災者の保護と社会秩序の保全」にあり、そ
の成立時期からみて、「災害治安維持法」としての性格を合わせ持ってい
る。災害救助法は全 48条から成るが、そこに「復興」の文言は登場しない。
次に、災害対策基本法（1961 年）を読もう。その第 1 条に「この法律
は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災に
関し、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を確立
し、責任の所在を明確にするとともに、防災計画の作成、災害予防、災害応
急対策、災害復旧及び防災に関する財政金融措置その他必要な災害対策の基
本を定めることにより、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図
り、もつて社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とす
る」とある。「防災行政の整備及び推進」によって「社会の秩序の維持と公
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共の福祉の確保」を目指す法律である。その章立ては「総則」「防災に関す
る組織」「防災計画」「災害応急対策」「災害復旧」「財政金融措置」「災害緊
急事態」「雑則」「罰則」であり、「復興」の章はない。
もっとも、同法全 117条中には、「復興」の文言が二度登場する。「国及び
地方公共団体は、災害が発生したときは、すみやかに、施設の復旧と被災者
の援護を図り、災害からの復興に努めなければならない」（8条 3項）。ま
た、「政府は……激甚災害を受けた地方公共団体等の経費の負担の適正を図
るため、又は被災者の災害復興の意欲を振作するため、必要な施策を講ず
るものとする」（97条）。しかし、条文から明らかなように、両者とも「復
興」の定義を欠くだけでなく、たんなる努力規定ないしは精神規定にとど
まっている。法的に意味のある「復興」概念はやはり存在しないと言わざる
を得ない6）。
ちなみに、阪神淡路大震災の復興支援への要請をうけて成立した被災者生
活再建支援法（1998年）においても、「復興」の文言は登場しない。その第
1条には「この法律は、自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた
者であって経済的理由等によって自立して生活を再建することが困難なもの
に対し、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被災者生活
再建支援金を支給するための措置を定めることにより、その自立した生活の
開始を支援することを目的とする」とある。目的はあくまでも生活困窮者の
救済であり、「復興」ではない。
以上のように、現行の災害法制は被災者の応急救助と公共施設等の（物理
的）復旧を主眼とし、これに困窮者の救済を加えて、「社会の秩序の維持と
公共の福祉の確保」を目指すものであり、被災者および被災地の長期にわた
る「復興」が目的となっていないことは明らかである。
3. 2 自治体行政における「復興」
それでは、「復興」概念を欠く災害法制のもとで、被災者および被災地の
長期にわたる「復興」を担う公的主体としての地方自治体は、どのような考
え方のもとに「復興」に取り組んでいるのだろうか。都道府県をはじめとす
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る各自治体は、国の定める応急救助や施設復旧を補い、あるいは、さまざま
な独自の「復興」施策を実施することができる7）。以下、これらの施策の背
景にある各自治体の「復興」観について検討しよう。資料は、関西学院大学
災害復興制度研究所・朝日新聞大阪本社による「全国自治体調査」（2005年
7月）である。
「全国自治体調査」には次のような質問項目がある。
「復旧と復興を貴自治体ではどう定義しておられますか。定義してお
られない場合は、具体的な事業展開の上で、どう取り扱っておられます
か。」
この質問項目に対しては、34の都道府県から自由記述の回答が寄せられ
た。回答者は災害復旧・復興担当部局の実務責任者である8）。
まず注目すべきなのは、「復旧・復興」に関して「とくに定義はない」「明
確な区別はしていない」との前置きから始めている回答が目立つことである
（12府県）。現場自治体の実務担当者の間でさえ、「復興」の意味が定まって
いない現状が読み取れる。
次に、典型的な回答をいくつか例示しよう。
・「特に定義していない。事業を予算化する際に個別に判断」（富山県）
・「応急的な原状回復までが復旧で、それ以外については復興」（熊本県）
・復旧は「地域・生活の回復」、復興は「地域・生活の再建・強化」（福島
県）
・復旧は「ハード面を中心として対策を講じること」、復興は「ソフト面
を含めた中で対策を講じること」（山梨県）
・復旧は「個別被害に対する原状復帰」、復興は「より広いエリアやまち
づくりまでも含めた計画や方針等」（北海道）
・復旧は「公共土木施設、農林水産施設、学校教育施設などの公共施設の
原形復旧のほか、交通施設・上下水道・電気・ガス施設、放送施設など
「復興」とは何か 13
の応急復旧等」、復興は「壊滅的な被害を受けた被災地の再建について
中長期的な視野に立った都市構造や産業基盤の改変を伴う複雑な大事
業、土地区画整理事業、市街地再開発事業などの実施」（福井県）
これらの回答に見られるように、「復旧」と区別される狭義の「復興」
は、事業予算化上のカテゴリー、復旧後の対策、原状回復を越えた再建・強
化、（ハード面に対して）ソフト面の対策、（個別被害に対して）広域エリア
の改善、（公共施設の応急復旧に対して）都市構造・産業基盤の中長期的改
変などとして理解されている。都道府県の実務担当者たちの「復興」観は多
種多様であり、共通の定義が確立されていない現状がよくあらわれている。
しかし、同時に、これらの回答は行政の「実務性」という点で、ある種の
一貫性をもつことも指摘しておかなければならない。34都道府県の回答を
重ね合わせていくと、ほぼ次のような行政実務上の「復興」観が浮かび上が
る。すなわち、「復旧」が応急的・個別的に公共施設（ハード）を原状回復
することであるとすれば、「復興」は「復旧」以後、中長期的・総合的に地
域全体（公共施設、都市基盤、住宅、地域経済・産業、住民生活、福祉や文
化など。ソフトも含む）を改善することである。「復興」は、「復旧」が一段
落した後の、「中長期的・総合的」な「地域全体の改善」として、実務的に
観念されている。
ここで重要なのは、自治体の行政実務的な理解においても、「復興」の基
本は公共施設等の物理的「復旧」の延長上に位置づけられていることであ
る。「復興」は「復旧以後」の、「復旧をこえた」課題なのである。その意味
で、この「復興」観もまた、先に述べた開発志向の「復興」観をベースにし
ているといえる。さらに、もう一つ留意すべき点は、自治体行政において
は、「復興」問題に「ソフト面」が含まれることが多い点である。都市イン
フラや公共施設の充実だけでなく、地場産業の振興や住民生活の再生、福祉
や地域文化の向上など、地域社会を支える「ソフト面」への配慮が「復興」
に固有の課題として意識されている。
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3. 3 「創造的復興」と「生活復興」
このような自治体実務家型の「復興」観が見事に表現されているのが、阪
神・淡路大震災からの「創造的復興」を唱えた兵庫県の回答である。以下
に、その回答と「創造的復興」に関する説明を引用しよう。
「復旧」については……被災前の状態への復元に止まらず、将来の災
害を予防するための施設等の復旧を目指す……。「復興」については……
単に震災前の状態に戻るのではなく、来るべき高齢社会への備えや産業
構造の転換など、さまざまな課題に全力で取り組みつつ、未来を創造す
る－創造的復興－を目指している。（兵庫県からの回答）
被災地を、震災が起きなかったら到達していたであろう水準にまで再
生させることはもちろん、被災した阪神・淡路地域に住む人々が、従来
以上に誇りを持てる、住みやすい地域として再生させ、今後の災害復興
のモデルとなることを目指す……単に震災前の状態に戻すのではなく、
高齢化、国際化、情報化などの時代潮流を見据えて、少子・高齢社会へ
の対応や参画と協働の市民社会づくりなど、先駆的な取り組みや仕組み
を定着、再開発させ、ハード、ソフトの両面にわたり、21世紀の成熟
社会にふさわしい復興を成し遂げる。［兵庫県・復興 10 年委員会，
2005：1, 15］
「創造的復興」を掲げた兵庫県は、他の都道府県の回答から一歩進んで、
「改良復旧」があくまでも「復旧」の一種にすぎないことを明確にしてい
る。たしかに、壊れた施設を「原状回復」したとしても、同程度の災害で再
び壊れてしまうのならば、「復旧」としても十分な意味をなさない。将来の
災害に備える防災性の向上は、あくまでも「復旧」概念の一部なのである。
さらに注目に値するのは、「ソフト面」への配慮が広く深く打ち出されてい
ることである。「高齢化、国際化、情報化などの時代潮流を見据えて、少
子・高齢社会への対応や参画と協働の市民社会づくりなど、先駆的な取り組
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みや仕組みを定着」させるという、社会生活の質そのものの改善に力点がお
かれている9）。
とはいえ、「創造的復興」のベースにあるのはやはり、「都市（地域）の開
発・再開発」に重心をおく旧来の「復興」観である。「災害前より良くなる
こと」に前のめりの力点があり、「一度衰えたものが、再び盛んになるこ
と」が相対的に軽視されている。とくに、「被災者・住民のくらしの再生」
が第一目標として掲げられていない。この点で、兵庫県の「創造的復興」も
また、その華々しい記述にもかかわらず、旧来の「復興」観の延長上に位置
するものと考えざるを得ない。
旧来の「復興」観からの脱却という点では、東京都足立区の条例が注目に
値する。「生活復興と都市復興を一体として行う」という東京都のガイドラ
インに沿い、条例レベルとはいえ、「生活復興」の概念が初めて明文で規定
された。「足立区震災復興対策及び震災復興事業の推進に関する条例」（1991
年）第 2条を読んでみよう。
1．この条例において「震災復興」とは、都市復興及び生活復興をいう。
2．この条例において「都市復興」とは、地震により大規模な被害を受け
た市街地において、建築物及び公共施設等を復旧するとともに、防災性
の一層の向上を図り、震災に強い都市づくりを行うことをいう。
3．この条例において「生活復興」とは、地震により大規模な被害を受け
た区民生活の再建及び安定を図ることをいう。
「建築物及び公共施設等……震災に強い都市づくり」と並んで、「区民生活
の再建及び安定」が「復興」概念の不可欠の構成要素として明示されてい
る。素っ気ない文言であり、「都市復興」の次にくるとはいえ、ここに「生
活復興」＝「被災者・住民のくらしの再生」を重視する新しい「復興」観の芽
を読み取ることができる。
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4 「復興」批判と成熟社会
4. 1 「復興」批判
一般に、「復興」はよい意味で使われる。「イラク復興」はさておき、国内
外の自然災害における「被災地復興」の必要性を疑問視する声はほとんどな
い。「復興」は文句なしに良いことなのだ。ところが、阪神・淡路大震災の
復興過程の問題が明らかになるにつれ、「復興批判」ともいうべき声が少数
ながら出てきているという事実がある。
たとえば、兵庫県の唱えた「創造的復興」が「被災者の方を向いていな
かった」として、「復興より復旧を！」とする主張がある［塩崎ほか，
2005：4］。兵庫県震災復興研究センターの出口俊一は、神戸市新長田地区の
大規模再開発を念頭におきながら、次のような主張をしている。
私は最近、単にもとに戻すだけでよかったと思う。もとに戻すだけな
らば危ないまちに戻すだけではないかという意見もあるだろうが、しっ
かりとした家に立て直すことがいけないと言っているわけではない。30
階建ての高層マンションを林立させるのではなく、災害前のまちにでき
るだけ早く復旧するのが、国や自治体がする復興の仕事であるはずだ。
「創造的復興」と言って人々の暮らしの復旧を置き去りにした。すぐ
にもとの生活に戻れるようにするのが公の仕事であり、応急処置をしな
いで後手にまわるのではなく、すぐに手助けしてもとに戻す、これに全
力を挙げるべきだと思う10）。
もちろん、何もかもをそっくり「元通り」にせよ、というのではない。長
田は震災以前から地場産業の衰退や高齢化といったさまざまな問題を抱えて
いた。そうした問題に対処していかなければならないのは当然である。しか
し、震災を奇貨として、従来のまちと調和しない高層ビルを大量に建設し、
しかも多くのオフィスや店舗が借り手のつかないまま放置されているとい
う、フランケンシュタインのような再開発のどこに「復興」があるのか。ま
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ずは、さまざまな問題があるとはいえ、それなりの賑わいと活気を保ってい
た下町を、できるだけ早く元の状態に戻すことから始めるべきだったのでは
ないか。行政や都市計画家の手になる派手な「復興」よりも、被災者住民の
目線に立った「くらしの復旧」「まちの復旧」こそが大切なのではないか。
このような意味で、「復興」は批判される。
また、やや別の文脈ではあるが、長野県知事（当時）の田中康夫は「復興
ではなく再生を！」と主張をしている［塩崎ほか，2005：44］。「脱物質主
義」を旗印に、土木建設中心のハコモノ行政をやめ、きめ細かなサービス提
供を軸に被災地・被災者の再生を重視すべきとしている。ここでもまた、
「復興」に大きな疑問符がつけられている。
4. 2 開発・成長主義イデオロギー
すでに強調したように、「復興」という言葉には、「帝都復興」「戦災復
興」をはじめ、成長し膨張する都市の姿が刻み込まれてきた。
たとえば、私には、アニメーション映画『アキラ』（大友克弘監督、1988
年）の一シーンが目に浮かぶ。設定は 2018年、第三次世界大戦で東京が廃
墟に帰してから 30年。「旧市街」の向こうに聳え立つ NEO TOKYO には、
無数の超高層ビルが密林のように繁茂している。巨大な広告ディスプレイに
はホログラフィのゑびす様が肩をゆらしながら笑っている。空中公園では虚
ろな眼をした老若男女がひまを持てあましている。その光景を眼下におさめ
ながら、「大佐」が語る。「建設の熱は冷め、復興のよろこびは忘れ去られ、
いまや欲望に狂ったバカどもの掃きだめだ……」。ここで語られる「復興」
のもつ、未来派的な巨大都市建設のイメージは、現在も根強く維持されてい
る。政財官学、マスメディア、そして一般市民にいたるまで、この開発型復
興のイメージを払拭してはいない。
塩崎賢明によれば、「日本の都市計画は、関東大震災後の復興計画、戦災
復興計画など、災害や戦争の後の復興事業によって形作られてきた歴史があ
るため、行政は、災害が起こればすぐに復興都市計画を思い立つ習性があ
る」［塩崎ほか，2005：118］。実際、この「習性」は阪神・淡路大震災にお
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いても明確に現れた。1月 17日の大地震から数えてわずか 4日後、建設省
の担当課長が神戸市都市計画局を訪れて協議を始め、10日後に市街地改造
の基本方針、事業区域、事業手法を内部決定し、2週間後（2月 1日）には
建築基準法 84条による建築制限を実施している。この短期間に決定された
復興土地区画整理事業は 18地区、そのうち最大規模を誇るのが前述の新長
田駅北再開発地区（42.6ヘクタール）である。
広原盛明はこうした政府・自治体の反応に見られる「開発主義・成長主義
イデオロギー」を指摘している。それは大災害のたびに「土木建築公共事業
を中心とした巨大なハコモノ復興計画」を立案・実行しようとし、「復興」
を「開発・再開発」につなげないではいられない構造的な傾きである［塩崎
ほか，2005：192］。もちろん、これらの当初の「復興計画」がそのまま順調
に実行されたわけではない。都市間の競争・対立や国と地方の対立その他さ
まざまな制約要因のため、大幅な縮小を余儀なくされた。しかし、それ
でも、多くの都市計画事業をはじめ、道路建設、海面埋め立て、火力発電所
の建設、神戸空港の開港など、震災を奇貨として現実化したプロジェクトは
少なくない。「復興」を名目として、巨額の国費・県費・市費が注ぎ込まれ
たことは周知の事実である。
他方、阪神・淡路大震災は十年以上が経過した現在もなお続いている。復
興公営住宅における自殺や孤独死、零細商工業者の倒産、二重ローンの重
圧、下町コミュニティの崩壊をはじめ、生活、住居、雇用、産業、地域活力
など長期にわたる困難がいまなお存在する。ハコモノ復興に奔走するよ
りも、こうした災いを緩和し、克服していくことこそが大切なのではない
か。さらにいえば、開発主義・成長主義に傾いた「復興」はかえって本来の
意味の「復興」を妨げるのではないか。それならばいっそ、ただ元通りの
「くらし」「すまい」「まち」に戻せばよかったのではないか。これが「復興
批判」の声である。
4. 3 「災害復旧の世界」と復興制度の未確立
開発型「復興」の概念は、現在の国の「災害復旧制度」に明確に反映され
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ている。
「復興」は、都市インフラや公共施設の「復旧」をこえた「被災地にプラ
スをもたらす」施策である。それは、「元通りにすること」をこえて「災害
前よりも良くすること」である。したがって、「復旧」までは全国一律の制
度として国が面倒をみる義務があるが、「復興」については制度を確立する
必要はない。国にとって「復興」は各地域の個別災害に対する政策的配慮を
要する問題にすぎない。事実、災害事後対策に関する国からの財政補助率
は、原則として、「復旧」が 3分の 2、「改良復旧」（災害対策基本法 88条 2
項）が 2分の 1であるのに対し、それをこえた「復興」はゼロである（＝ゼ
ロ査定から始める）。
この文脈できわめて象徴的なのは、財務省主計局の災害関連予算担当者が
「災害復旧の世界」という言葉を用いていることである11）。財務省の予算編
成において、災害復旧は確固たる一つの世界を形成している。大災害があれ
ば、壊れた道路や橋、各種インフラ、公共施設の「復旧」に対してほぼ自動
的に国費を投入することが制度化されている。これは公共事業の一種である
が、政策的判断を要しない特殊な公共事業である。これに対して、「復興」
は他の公共事業と同列の「一般公共事業」として扱われ、ゼロ査定から始め
なければならない。法律におけると同様、国家行政においてもやはり、「復
興」は制度化されていない。
しかし、「復興」を制度化しないことは、現行の開発型復興観のもとで
は、それなりの合理性をもっている。なぜならば、もし「災害前よりも良く
する」復興まで制度化すれば、これもまた国家財政上の義務的支出に組み込
まれ、従来の「復旧」にくわえて災害対策予算が決定的に膨張する。しかも
「復興」は明確な定義が困難であるため、都市（地域）間競争から派生する
国費投入への際限のない要求や、一部被災者からの過大な補償要求に対して
歯止めがかからなくなる。「復興」予算を政策的配慮に止めておくことに
よって、地域エゴや「やけ太り」を抑制することが可能になる。その意味で
は、「復興制度の未確立」は合理的なのである。
ところが、この同じ枠組が、他方では、被災者・被災地を再生させるため
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の「復興支援」に対して国費を出し渋るための根拠を与えている。新しい
「復興」観の下では、公営住宅における孤独死、零細商工業者の倒産、二重
ローンの重圧、下町コミュニティの崩壊をはじめ、生活、住居、雇用、産
業、地域活力など長期にわたる困難を解決し、被災者・被災地を再生させる
ことこそが不可欠であるが、これらもまた「災害前よりも良くする」ための
都市の開発・再開発と同列の「復興」カテゴリーに分類されるため、「復旧
までは国が面倒をみるが、復興については政策的配慮にとどめる」という大
原則が適用され、国費投入要求が蹴られてしまうのである。
つまり、旧来の開発型「復興」観のもとでそれなりに合理的であった「復
興制度の未確立」が、現在、新たな「復興」観にもとづく「復興制度づく
り」を阻害している。したがって、大切なのは、ただ単に「復興制度」を確
立することではなく（最悪の場合、開発型の復興を制度化してしまう！）、
新しい再生型の「復興」概念を提示して広汎な社会的合意を形成し、そのも
とに従来の「災害復旧制度」や様々な被災者支援策を包み込んだ「災害復興
制度」を確立することである。
4. 4 成熟社会への移行
阪神・淡路大震災以降も、三宅島噴火災害（2000年～）、新潟中越大震災
（2004年～）、各地の豪雨・台風被害をはじめ、日本列島は次々と自然災害
に襲われてきた。同じ時期、バブル崩壊以降の長い構造不況のなかで、「右
肩上がり」の成長社会の終焉が誰の目にも明らかになった。環境問題や資源
エネルギー問題に対する意識も高まり、「持続可能な（sustainable）社会」へ
の転換が現実課題として迫り出してきた。こうした状況のなかで、都市（地
域）開発・再開発に重心をおく「復興」観に対して、被災地住民のくらしの
再生を重視する「復興」観が台頭してきた。21世紀初めの現在、「復興とは
何か」が問い直されるのは、新旧の観念やイメージの混在によって、「復
興」の意味そのものが曖昧化しているためにほかならない。
いうまでもなく、「復興とは何か」という問題は、社会観の変容を抜きに
して意味ある考察を行なうことは困難である。「復興」の意味は、われわれ
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が現在および将来の社会をどのようなものとして認識するか、われわれとわ
れわれの子孫の社会をどのように構想していくのか、という時代認識の問題
に直結している。時代認識を離れた、非歴史的・無時間的な「復興」の定義
などあり得ない。
私は、現在の日本社会は「成長社会」から「成熟社会」へと変容してい
く、その入口に立っていると考える。では、「成熟社会」とはどのような社
会なのだろうか。「成熟社会」は「成長のおわった社会」としてもっぱら消
極的に語られることがある。しかし、「飽和」「行きづまり」「頂点を過ぎ
る」「腐敗」「老衰」「目標喪失」などのネガティブなイメージで語られる社
会は、「成長のおわった社会」ではあっても「成熟社会」ではない。たとえ
ば、「成熟社会とは…物質的生産と消費が国民の大部分の基礎的欲望水準を
満足させ、これにともなって社会の活力、あるいは成長が鈍化するに至った
社会……いわゆる先進国病に冒されつつある社会」［佐原，1989：2］とする
記述があるが、私は本稿においてこうしたネガティヴな定義を採用しな
い12）。
「成熟社会」は文字通り、「成熟していく社会」として積極的・肯定的に定
義されるべきものである。人は青年期を過ぎると、その骨格や身体能力の成
長は止まり、緩やかな衰退の時期を迎える。しかし、この壮年期・老年期は
また、人が人間として成熟していく時期でもある。ちょうど「成熟した個
人」が望ましいものであるように、「成熟した社会」もまた、望まれるもの
である。それは、もうあまり成長はしない代わりに、豊かに美しく年をとっ
ていく社会である。これまでに獲得された物質的な豊かさを維持し、基本的
人権や民主主義、平和主義などの共生の知恵を堅持しながら、人々の生活の
質を広く、深く、多様な、熟慮に富んだ形で充実させていく社会。イギリス
の物理学者ガボールの言葉を借りれば、「成熟社会（The Mature Society）と
は、人口および物質的消費の成長はあきらめても、生活の質を成長させるこ
とはあきらめない世界であり、物質文明の高い水準にある平和なかつ人類
（homo sapiens）の性質と両立しうる世界である」［Gabore, 1972＝1973：
5］。この意味での「成熟社会」は、環境問題や資源エネルギー問題の文脈で
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提起されてきた「持続可能な社会」と重なり合うものである［宮原，
2005b］。
日本の場合、江戸時代末期から増えに増え続けてきた人口が、戦争や飢饉
ではなく、人口構造上の理由から減少を始めている。今後数十年、高齢化は
いよいよ昂進する。人口や GNP で数値化できるような「国力」の拡大が期
待できないのは目に見えている。さらに、大都市圏をのぞけば、多くの地域
で深刻な過疎化が進行する。こうした時代趨勢のもとでなすべきことは、こ
れまでに達成された豊かさを何とか維持しつつ、さまざまなアイデアと工夫
によって一人一人の生活の質を向上させ、人と人の「関係の豊かさ」を自覚
的に追求し、よりゆったりとした、真に豊かな社会生活の熟成に努めること
である。「成熟社会」への移行においては、われわれの共同生活をより落ち
つきのある、永続性のある形に洗練させていこうとする姿勢が要請されてい
る［宮原，2004］。
災害からの「復興」に取り組むときにも、こうした姿勢が不可欠である。
災害によって「一度衰えた」被災者や地域社会を「再び盛んにすること」。
長期的な視野に立ち、被災者一人一人の生活と都市（地域）の共同社会を共
に美しく甦らせようとする意志と知恵こそが必要とされている。
5 再生型の「復興」
5. 1 再生型の「復興」概念
これまでの検討を踏まえて、本稿では「復興」を以下のように定義した
い。
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開発型の復興観においては、復興は被災地の物理的復旧を前提として、
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おもにその延長上にある都市（地域）開発を指示していた。被災者の生活や
住宅の再建は「被災者支援」として、復興概念の周辺部に位置づけられた。
同時に、被災地の復興も都市インフラ整備や施設建設が中心であり、被災社
会の再生は周辺部に位置づけられた。これに対して、新たな再生型の復興観
においては、被災者の「くらし」や「すまい」の再生を中核にすえるととも
に、被災地コミュニティ（「まち」「むら」）の再生が中心的課題となる。
災害復興とは、被災地における人間生活の再生である。それは必ずしも
「災害前よりも良くなること」ではなく、本来の字義通り、「一度衰えた被災
者・被災地が再び盛んになること」である。都市（地域）の開発・再開発
は、あくまでも被災地における人間生活の再生のために、時として必要とさ
れる手段にすぎない。成長社会から成熟社会への移行にともない、復興の概
念もまた、開発型から再生型へと転換させていく必要がある。以下、再生型
復興のより緻密な概念化に向けて、重要な論点をいくつか検討しておきた
い。
5. 2 目的としての復興、手段としての復旧
開発型の復興観のもとでは、復興は復旧の延長上にある、「復旧をこえ
た」ものであった。これに対して、再生型の復興概念の場合、復旧は復興過
程の一部に含められる。復興（＝「災害によって衰えた被災者および被災地
が再生する」）のために、通常不可欠なのが、都市インフラや公共施設の復
旧である。復興が目的であり、復旧はそのための手段である。したがって、
これまで「災害復旧」とよばれてきた活動はすべて広い意味の「災害復興」
活動のうちに包摂される。
この考え方を突き詰めていくと、災害事後対策の全般にわたって、従来と
は異なるきわめて大きな発想の転換を促すことになる。というのは、仮に特
定の道路や橋や公共施設の物理的復旧が「災害によって衰えた被災者および
被災地が再生すること」に貢献しないと判断される場合、これらの復旧を放
棄し、その剰余財源を他の有効な方策にまわすことが可能になるからであ
る。大雑把にいえば、これまで「ハード」に注ぎ込まれたきたお金や知恵や
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労力を「ソフト」にまわすことが可能になる。災害前からほとんど使われて
おらず、将来も使われそうにない道路や橋や公共施設を、無理やり復旧する
必要はない13）。今後も、都市インフラや公共施設の復旧が災害復興のための
きわめて重要な手段であり続けることは言を待たない。しかし、再生型の復
興概念のメリットは、従来型の「災害復旧」が必ずしも絶対の至上命令では
ないということ、復旧はあくまでも復興のための手段にすぎないことを明示
する点にある。
なお、この復興概念は当然に従来の「被災者支援」を含むものである。被
災者および被災地の再生のための活動こそが新たな復興活動の中核である。
その意味で、新たな復興概念は、これまでの「災害復旧」と「被災者支援」
の両者を包摂する上位概念である。
5. 3 災害前後の落差と「生活の質」
成熟社会は物質的に「豊かな社会」である。衣食住の基本が満たされ、大
多数が長生きできる社会である。生物学的な生存は当然の前提として、多く
の人々が精神的・社会的に意味ある人生を追究する。成熟社会の災害復興に
おいては、旧来の「救貧対策」だけでなく、被災者の「生活の質」が本質的
な課題として浮上する。
ここで重要なのは、災害による生活落差の問題である。社会が豊かになっ
たからこそ、災害前後の落差がかつてなく大きくなった。これには、一方
で、災害に襲われる前の状態と襲われた後の状態との落差があり、他方で
は、被災した人々と被災を免れた人々との格差の問題がある。前兵庫県知事
の貝原俊民も、「今のような高度な生活水準を享受している社会では被災前
と後では非常に大きな落差があ（る）」こと、また、「今の被災者には、精神
的にも経済的にも非常に大きな格差が生じている」ことを強調している［貝
原，2005：22］。
たしかに、つい半世紀前、現行の災害救助法が成立した頃（1947年）、日
本の各地にはまだ多数の古典的「貧民」が存在した。ぼろぼろの服を纏い、
日々の食事に事欠き、バラックのような家に住む人々の群れが存在した。そ
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うした状況では、災害に襲われる前後の生活や住居にそれほど大きな落差は
ない。とにかくも、罹災者に対して生存に必要な最低限度の保護を与えれば
よかった。さらに、もし国や自治体がそれ以上の援助を行えば、「焼け太
り」を非難する声が高まる可能性がつねに存在した。というのも、被災を免
れた人々の多くもまた、生存ぎりぎりの生活を営んでいたからである。
阪神・淡路大震災は、日本社会が戦後の高度成長の急勾配を登りきって久
しい 1990年代に起きた。成熟に向かう豊かな社会を直撃した初めての巨大
災害である。住家を失い、仕事を失った被災者にとって、震災前後の生活落
差は想像以上に大きかった。また、買ったばかりのマンションが倒壊し、新
たな住宅を購入した中堅サラリーマンには、二重ローンの重圧がのしかかっ
た［島本，1998］。物理的生存は確保できても、「生活の質」は限りなく低下
した。にもかかわらず、国や自治体の災害復興制度はこうした災害前後の落
差の問題、「生活の質」の問題を直視するものとなっていない。「災害」の人
間的意味の変容が十分に認識されていなかったのである。
今後の災害復興には、被災による「生活の質」の急激な低下を緩和し、被
災者一人一人の「くらし」と「すまい」の再生をバックアップする仕組みが
必要である。たんに低所得者や社会的弱者だけでなく、被災地復興の担い手
である「中間層」に対する支援が不可欠となる。その意味で、旧来の「生活
保護」とは異なる、成熟社会にふさわしい被災者支援制度の確立を急ぐ必要
がある14）。
5. 4 「くらし」と「すまい」の復興
復興とは「災害によって衰えた被災者および被災地が再生すること」であ
る。被災者一人一人の再生のためには、「くらし」と「すまい」の再生が不
可欠である。ここで、「生活」ではなく「くらし」、「住宅」ではなく「すま
い」という表現を用いるのはたんなるレトリックではない。
なりわい
「くらし」は消費生活のほかに生産的な「生業」を含む概念である。「くら
し」はたんに家計収入・支出の問題ではない。とくに農林漁業者や自営商工
業者の場合、収入を得るための仕事が「くらし」の一部である。「くらし」
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の再生には、生業の再生とそれにともなう誇りや生きがいの復活が不可欠の
要素として含まれる。
旧来の復興観のもとでは、被災者支援といっても、個人収入をもたらす活
動に対してはきわめて消極的な姿勢がとられてきた。「商売」に類すること
はあくまでも自力復興であり、支援するとしても例外的な恩恵として考えら
れる傾向が強い。とりわけ、食料生産の公共性という観点から保護を与えら
れてきた農業に比して、中小あるいは零細商工業者に対する支援はその重要
性が不当に低く見積もられてきた。災害復興においては「いまだに士農工商
が残っている」との指摘もあり、商工業者への支援の必要性が認識されつつ
ある15）。「くらし」という概念のなかに、個々人の仕事や商売をも含めて考
えていくべきである。
「すまい」もまた、物理的な住宅だけでなく（いわんや商品としての住宅
ではなく）、居住環境や近所づきあい、通勤の便などの「住み心地」を含む
概念である。「すまい」はたんに雨露をしのぎ、寒暑をやわらげるためのハ
コではない。そうした物理的機能を前提として、家族が、そして個々人が、
アットホームな、人間的で文化的な生活を営む場である。さらにいえば、
「すまい」とは、家族が、そして個々人がその多様な価値観や趣味に従い、
個性的な生存を形づくるための土台でもある。画一的なものではありえず、
多種多様な「すまい」が当然に期待される。
被災者の再生のためには、「くらし」と「すまい」の再生が不可欠であ
る。現在、被災者生活再建支援法（1998年）とその改善としての居住安定
支援制度（2004年）や、鳥取県西部地震に際して片山知事が断行した被災
住宅再建支援条例（2001年）、さらには兵庫県の住宅共済制度（2005年）な
ど、「くらし」と「すまい」の再生に向けた復興支援策がその第一歩を踏み
出している。しかし、再生型復興の概念が確立されていないために、これら
の新しい施策は、いまなお大枠に於いて「災害復興事業」の中心とみなされ
るに至っていない。成熟社会における災害復興においては、「くらし」と
「すまい」の両面において、低所得層や「社会的弱者」のみならず、多額の
住宅ローンを抱えたサラリーマンなど「災害に対して脆弱な（vulnerable）
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人々」を含む中間層への支援を根本的に拡大する必要がある［坂・石田，
2005］。
とくに「すまい」に関しては、避難所→仮設住宅→復興公営住宅というワ
ンウェイの住宅再建政策を根本的に見直し、被災者の個別事情に即した多様
な選択肢を与えるような支援方法を確立しなければならない。「すまい」
は、たんなる物理的建造物や不動産（個人財産）としての「住宅」をはるか
にこえた、人間的、文化的な生活の場である。しかも、そうした「すまい」
の連なりが「まち」を形づくる。個々人の「すまい」の問題はたんなる私生
活の領域をこえて、高度に公共的な側面を持っている。以下に記すように、
災害復興におけるまちづくりやコミュニティ再生の観点からも、「すまい」
の再生が再認識される必要がある。
5. 5 「まち」と「むら」の復興
復興とは「災害によって衰えた被災者および被災地が再生すること」であ
る。ここで「被災者および被災地」としているのは、個々人の生活再生とは
別に地域社会全体の再生を視野に入れているためである。もちろん、被災者
の再生と被災地の再生は緊密に関連している。この両者が相俟って、災害復
興の両輪をなす。
「まち」という概念には、交通、情報、商業集積、経済活動などの都市機
能だけでなく、そこで生活し仕事する人々の社会的連帯の場（都市コミュニ
ティ）としての性格が含まれている。同様に、「むら」には、地域インフラ
機能のほかに、地域共同体としての側面を含む。成熟社会の災害復興におい
て重要なのは、都市（地域）の開発・再開発への傾きを抑制しつつ、都市
（地域）コミュニティの再生を重視することである。
阪神・淡路大震災における教訓の一つに、都市コミュニティの再発見があ
る。地震直後、多くの被災者が近隣住民の手で救出されたように、その後の
長い復興プロセスにおいても地域コミュニティが予想以上に重要な役割を果
たすことが再認識されている。よく知られているように、仮設住宅の多くが
被災地から遠く離れた郊外に建設され、しかも入居が年令、所得、家族構成
28 先端社会研究 第 5号
などの行政的基準に即して決定されたため、被災地の下町コミュニティが破
壊された。同じ問題が復興公営住宅への入居に関しても起きた。仮設住宅や
復興公営住宅におけるアルコール中毒や孤独死の問題は、復興政策の意図せ
ざる結果としての、都市（下町）コミュニティの分断に原因するところが大
きい。ましてや、高齢化が昂進する現在、被災者を近隣の友人・知人や慣れ
親しんだまちから引き離すことは回避しなくてはならない16）。
一般に、成熟社会における「まちづくり」は「持続可能な社会」に沿う必
要がある。災害復興の一環としての「まち」「むら」の再生もまた、「都市・
農村・地域の持続的再開発のプロセス」として方向転換されなければならな
い17）。今後は、中核都市をのぞけば、全国的に過疎化が進行する。青木勝・
長岡市山古志地域復興推進室長が強調するように、高齢化を必ずしもマイナ
スと見ず、かつて都市に出ていった人々が故郷に「出戻る」ことによって
「60才からの定住」を実現しようとする試みもある。たんなるコスト計算か
ら安易に復興を放棄するのではなく、「山のくらしの再生」を粘り強く追求
する試みは、再生型の「むら」復興のモデルとして注目に値する18）。
5. 6 復興の測定
復興の概念は復興の測定の問題に直結する。被災者（被災地）がどのよう
な状態になれば「復興した」と言えるのか。「復興した」と言えるための目
安は何なのか。まずは、被災者の家計指標や被災地の人口・経済指標があ
る。しかし、再生型の復興概念のもとでは、「再生」＝「再び盛んになる」と
いう質的側面に着目した、きめ細かな測定が必要になる。
近年の試みのうち、再生型復興の考え方になじむものとして、兵庫県「生
活復興調査」（平成 15年度）がある。生活復興に関する被災者の意識変化に
注目した、震災発生時から 10年間にわたる時系列測定の試みである［兵庫
県・復興 10年委員会，2005：174］。6つの質問項目（「不自由な暮らしが当
分続くと覚悟した」「被害の全体像がつかめた」「もう安全だと思った」「す
まいの始末がついた」「仕事／学校がもとに戻った」「自分が被災者だと意識
しなくなった」）から成り、時間軸に沿って各質問に肯定的な被災者の割合
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がグラフによって示される（「生活復興カレンダー」）。ちなみに、「自分が被
災者だと意識しなくなった」割合がもっとも増加が鈍く、地震から 8年後で
82.8％であった。
もう一つ、阪神・淡路大震災記念協会による「街の復興カルテ」も注目に
値する。被災地全体の復興を測定する試みとして、「土地利用状況」「建物更
新状況」「町丁別の人口」「生産・出荷の推移（工場等）」「小学校児童数の推
移（住宅地）」などの他に、「歩行者通行量」「昼間人口（繁華街）」「塾・習
い事教室の復活」など、きめ細かな指標が含まれている。
以上の試みは「くらし」や「まち」の復興を測定するための出発点となり
うる。しかし、本稿で示した再生型復興の観点からすれば、現在までの復興
調査モデルには根本的な改良と洗練が不可欠である。そのためには、「災害
によって衰えた被災者および被災地が再生すること」「被災者および被災地
が再び盛んになること」という定義に、くり返し、立ち返る必要がある。
6 復興の社会美学
6. 1 復興の感性的＝審美的（aesthetic）次元
「生活復興調査」においては、「自分が被災者だと意識しなくなった」こと
が復興の最終的な目安とされている。しかし、それとは別に、「自分（た
ち）の生活が再生した＝再び盛んになった」かどうか、それ自体を問うこ
とも必要である。だが、さらに重要なのは、「再び盛んになる」ということ
が、「主観的な」意識の問題や「客観的な」対象の問題のいずれにも還元で
きない、感性的＝審美的（aesthetic）な性格をもつことの認識である。「再び
盛ん」という判断は、客観的対象が主観に対して立ち現れる、その出会いの
うちにある。
「この花は美しい」というとき、その「美しさ」はどこにあるのだろう
か。花そのもの（客観）にあるのか、花を見る人の心の中（主観）にあるの
か。そのいずれでもないのである。「美しさ」は花と人との出会いにある。
同じように、まちが「復興した」＝「再び盛んになった」というとき、その
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「再び盛ん」はまちの物理的・客観的状態にあるのでもなければ、それを見
る（感じる）人々の単なる主観的判断にあるのでもない。「再び盛ん」は、
まちという対象が人という主観に対してある特定の仕方で現れるところにあ
る［浅沼，2004：94−96］。
多くの被災者が、一時的に、「まちが再び盛んになった」という主観的気
分に浸ることはそう難しくはない。被災地の「復興フェスティバル」におい
て、近隣の友人・知人と飲食を共にし、気分が高揚することもあるだろう。
とはいえ、空き地だらけの街並みや、がらんとした商店街、うつむき加減の
高齢者…という客観的現実に直面すれば、それが一時的な気分に過ぎなかっ
たことが判明する。その反対に、仮に人口が災害時以上に増え、新しいビル
が林立し、商店街がにぎわっていても、被災者の心にはどこかよそよそし
く、「（自分の）まちが再び盛んになった」という感覚がもてない場合もある
だろう。その復興はただの客観的事実に過ぎず、人々の主観とうまくかみ
あっていない。この意味で、復興とは、主観と客観が交差する社会感性的＝
社会審美的な事態なのである。
6. 2 象徴の復興
主観と客観が長期にわたって安定的に結びついている特殊な事物がある。
それが「象徴」である。
「象徴」を失った団体や地域は、大きな客観的被害はなくとも、それだけ
で衰退する。逆に、「象徴」が回復されれば、現実的な再建が進んでいなく
ても、それだけでその団体や地域は元気を回復し、「再び盛ん」になる。た
とえば仮に、関西学院大学キャンパスが壊滅したとしよう。その場合、どん
なに多くの校舎を新築しても、その「象徴」である時計台（と中央芝生）が
回復されなければ、キャンパス復興は成らない。これと同じように、多くの
被災地において、神社や学校が地域の「象徴」として機能している。神社や
学校の再建が災害復興の大きな節目として感じとられ、地域住民を元気にす
るという事実がある。
さらに、「象徴」には地域の景観や伝統行事、催し事などさまざまな事物
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が含まれる。たとえば、平野祐康・三宅島三宅村村長は、火山噴火後の長期
避難によって中断されていた島での成人式や運動会が再開されることを、三
宅島の復興に向けた大きな出来事と位置づけている。また、福岡市玄界島で
は、仮設住宅に住む被災住民の話のなかで、地震で壊れた古くからの神社の
ほか、「夜、船から見える、段々に灯りのともる島の夜景」が貴重な象徴と
して語られた。長岡市旧山古志村において、棚田の景観や伝統の闘牛行事が
重要な「象徴」的機能をもつことは言うまでもない。これらの「象徴」の回
復は、災害復興にとって本質的な意味をもっている19）。
6. 3 復興の社会美学
「象徴」の場合、主観と客観の結びつきが比較的安定的に成立している。
しかし、多くの場合、主観と客観の出会いは、被災者住民・行政・支援者を
はじめとする復興に携わる人々が、そのつど自覚的に判断していく必要があ
る。
たとえば、被災したまちが「再び盛んになった」と言えるためには、以前
の「にぎわいが戻った」「元気がでてきた」「張りがある」といった判断が必
要になる。この判断は、人口統計や経済指標などの客観的数値だけから導き
出すことはできない。かといって、個々の住民の気分的判断だけに従うわけ
にもいかない。「再び盛んになった」という判断は、地域住民を中心にしな
がらも、そのまちを実際に歩き、よく見聞きし触れた関係者の抱く多くの感
性的＝審美的判断の総合として形成される［宮原，2005a; 2005c］。
ある地域が「再び盛ん」になったかどうかを「知る」ためには、統計指標
や意識調査データを読むだけでなく、五感（視覚、聴覚、嗅覚、触覚、味
覚）を動員して「感知する」必要がある。人が増えたからといって必ずしも
「再び盛んになった」とはいえない。逆に、減っても「再び盛んになる」こ
とはありうる。この意味で、「復興」の測定のためには、五感を用いた「社
会美学的」調査が不可欠になるだろう20）。
山中茂樹が指摘するように、「復興」はモノでもなければココロでもな
い。モノとココロが交わる出来事（コト）である。復興研究は「コトの学
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問」（南方熊楠）でもあり、従来の近代科学の方法論には限界がある21）。「調
査」というとき、専門家による「科学的」調査だけでなく、「コト」を察知
するセンスに富む識者による、五感を駆使した「社会美学的」調査が必要で
ある。この意味での「識者」は必ずしも外部の学者や専門家のことではな
い。むしろ、被災地住民や支援者のなかにこそ多くの「識者」が見いだされ
る。なぜならば、被災者は非被災者に比べて、「くらし」「すまい」「まち」
「むら」の復興という出来事（コト）に対する感受性が鋭くなるからであ
る。被災地の住民、自治体・NPO 関係者に外部の識者を加え、「復興調査
員」のような仕組みを考えてみる必要があるだろう。
自分たちの「くらし」や「すまい」、「まち」や「むら」を、自分たちの手
で復興させることこそが大切である。この点で、社会学者の鳥越皓之が貴重
な指摘をしている。鳥越は柳田国男の名言（「村を美しくする計画などな
い。良い村が自然と美しくなっていくのである」）を引用しながら、過疎地
域の村おこしに関して次のように述べている。
過疎農村に行きますと観光を目玉にして村を活性化したいというとこ
ろが少なくありません。そこでうんざりするのは、観光というのは美し
い景観をつくるということだと考えてね、つまり、美しい景観から入ろ
うとするんですよ。でも、柳田国男の考え方でいうと、自分の住み方を
どうしようかという討議をしないで観光でお金儲けしようなんておかし
いわけで、つまり自分たちの生活をキチンとしていくことが自分たちの
美しい景色というか、景観を作る。その場合の景観というのは……単な
る自然景観だけではなく…そこに住んでいる人間の行動、暮らしのすべ
ても景観に含まれているのです。そういう美しい景観というものを、美
しい生活が作っていくんだということが、おそらくありふれたことです
けれども環境を考えるところの極意のようなものではないかという気が
しています［鳥越，2002：26−27］。
近年、災害復興における「文化・芸術の活用」が強調されている。立派な
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美術館や劇場をつくって地域を活性化し、若手アーティストの育成を図るの
は大切なことである。しかし、それ以前に、「文化・芸術」の根本である
人々の感性の活用を考えなければならない。災害復興において大切なのは、
旧来の「文化・芸術」ではない。地域の人々の生活に根ざした「社会美学」
なのである22）。
7 おわりに
本稿は、旧来の成長社会に対応した開発型「復興」に対して、今後の成熟
社会にふさわしい再生型「復興」の概念を提示した23）。
成熟社会を「頂点を過ぎた」「行きづまりの」「衰退しはじめた」社会とし
てもっぱらネガティブにとらえる傾向が強い。ここに新たな開発・成長イデ
オロギーがくり返し現れる温床がある。成熟社会はポジティブにとらえられ
るべきものである。ちょうど人がその青年期を過ぎ骨格や身体能力の成長が
止まってはじめて、人間としての成熟期を迎えるように、社会もまた成熟の
段階を迎えている。それは「人口および物質的消費の成長はあきらめても、
生活の質を成長させることはあきらめない世界」（ガボール）である。
現代世界における「先進国」であり、同時に、「災害列島」でもある日本
は、阪神・淡路大震災をはじめ頻発する自然災害から何を学んだのか。われ
われは今後、大災害に襲われた人々と地域をどのように再生させ、復興させ
ていくのか。そこに「生活の質を成長させる」ための、どのような知恵と熟
慮と美意識が要請されているのか。災害復興への取組みにおいて、まさにわ
れわれの社会の「成熟」が問われているのである。
注
１）たとえば、稲垣文彦（中越復興市民会議事務局長）が「復旧はまだだが、復興
は進んでいる」という観察をしている（2006年 5月 5日、長岡市でのヒアリン
グから）。高齢の被災者がボランティアの若者たちに「お茶の入れ方」を嬉々と
して教えている姿を見て、そう感じたという。被災者が自分たちの得意技を再び
発揮し、地域社会における自らの存在価値を再生させることが何よりも大切なの
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である。
２）「地震」と「震災」の違いについては、宮原・森［1998］を参照。
３）2005年 12月、Google と Yahoo を用いて検索した。
４）『大辞林』に拠る。ちなみに『広辞苑』（第五版）も同様で、「ふたたびおこる
こと。また、ふたたび盛んになること」とある。
５）帝都復興院については、外岡［1998］を参照。
６）戎正晴（弁護士、兵庫県弁護士会）によれば、「法が「復旧」とは異なる「復
興」という文言を用いたのは、マイナス回復のための措置・支援にとどまらず、
被災者及び被災地に災害前に比してプラスをもたらす施策をも是認した趣旨であ
ると解される」［兵庫県・復興 10年委員会，2005：139］。これは現行法の積極的
な解釈論として注目に値する。ただし、「災害前に比してプラスをもたらす施
策」という表現は開発型の復興と混同されるおそれがある。
７）本特集において山崎［2006］が詳細な分析を行っている。
８）「全国自治体調査」については、現在、関西学院大学災害復興制度研究所にお
いて「調査報告書」の取りまとめ作業中である。
９）貝原俊民（前兵庫県知事）は、震災対策に関する「ほめられた数少ない成功
例」として、仮設住宅における「ふれあいセンター」を挙げている。支援者も含
め被災者同士が自由に交流できる公共スペースとして、「社会生活の質」への配
慮を具体化した。
１０）市民社会フォーラム・第 24回例会（2005年 1月 29日）における講演「大震
災 10年の教訓──災害列島日本の生活保障」から引用。
１１）関西学院大学災害復興制度研究所・第 9回東京ブランチ例会（2006年 2月 22
日）における財務省主計局災害復旧予算担当者の報告と質疑応答から。
１２）成熟社会とは、むしろ、「先進国病」を克服していく社会である。ただし、「先
進国病」という発想についても再検討が必要である。
１３）永松伸吾が指摘するように、仮に本州と四国を結ぶ三本の橋のうちの一本が倒
壊した場合、すぐに復旧事業にとりかかるべきかどうか、一考を要する。復旧し
ない代わりに、その余剰財源を使って、よりきめ細かな復興施策に充てる可能性
を検討する必要がある。関西学院大学災害復興制度研究所・第 9東京ブランチ例
会（2006年 2月 22日）における質疑応答から。
１４）東京都は三宅島噴火災害に関して、「生活保護」の要件を満たさない被災者に
対しても同様の保護を与える「災害保護」制度を導入した。「生活保護」と「災
害保護」の関係については、現行の「生活保護」制度の見直しを含め、根本的な
検討が必要である。
１５）雲仙・普賢岳調査（2003年 12月）でのヒアリングから。村上康（三宅村商工
会）も商工業者に対する支援制度の必要性を訴えている。
１６）新潟中越大震災ではこの教訓が生かされ、仮設住宅への入居は集落単位で行わ
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れている。また、東京都の「仮設市街地構想」においても、被災者が住み慣れた
まちに留まることの必要性が示されている。
１７）広原盛明「戦後の住宅政策と災害復興」（関西学院大学災害復興制度研究所・
第 6回全体研究会、2005年 11月 19日における報告）から。
１８）関西学院大学災害復興制度研究所 1周年記念フォーラム（2006年 1月 14日）
における報告から。
１９）関西学院大学災害復興制度研究所 1周年記念フォーラム（2006年 1月 14日）
における報告から。
２０）本特集において山［2006］が「象徴的復興」を論じている。
２１）本特集において山中［2006］が「モノ」と「ココロ」が交わる「コト」として
の復興を論じている。
２２）2006年 5月 6日、新潟中越大震災の復興を支援する「復興デザイン研究会」
が発足した。この「復興デザイン」という観点は重要である。また、復興を
long-term revitalization として定義づけているのも、本稿における再生型復興の概
念と一致している。
２３）本稿における概念的検討から具体的な「復興制度」の提案にいたる道筋は長
く、かつ、多様である。その困難を自覚したうえで、三つの留意点を挙げておき
たい。
第一に、新たな「復興」概念を規定し、同時に、被災者・被災地に対する国の
「復興支援義務」を明記した法律（たとえば、「災害復興基本法」）が必要であ
る。「復興支援義務」の法的根拠としては、日本国憲法 25条の文化的生存権や同
13条の幸福追求権、さらには「経済的、社会的、文化的権利に関する国際規
約」11条などがある［熊野，1997］。その際、成熟社会の要請に沿って人権概念
そのものを高度化しなければならない。同時に、従来の個人権的な発想をこえ
て、集団を主体とした権利を構想することも必要である。個々の被災者の復興を
支える個人的生存権と並んで、被災地全体の復興のための「地域コミュニティの
生存権」を確立しなければならない。
第二に、国の行政組織の問題がある。日本の場合、災害対策は旧建設省（国土
交通省）の災害復旧事業を核として実施され、被災者救助・援助は旧厚生省（厚
生労働省）の管轄とされてきた。そのため、開発型の復興観のもと、「復興」は
土木公共工事としての「復旧」の延長上に位置づけられると同時に、肝心の被災
者救助や生活再建支援が「復興」とは別枠の政策であるかのような印象をもたら
してきた。本稿で提示した再生型復興の概念は、施設の物理的復旧と被災者の生
活再建の両者を包摂するものである。新たな復興概念のもとでは、「くらし」「す
まい」「まち」「むら」の復興に関わる行政を総合的に担当する組織が不可欠にな
る。現在、内閣府が総合調整の役割を担っているが、力不足の観は否めない。災
害復興を一元的に管轄する政府組織が必要である。
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第三に、国と自治体の役割分担の問題がある。一口に自然災害といっても、震
災、火山噴火災害、津波、台風、水害など多種多様であり、それぞれに異なった
復興の在り方が模索されなければならない。また、被災地の地形や社会経済的特
性に応じ、被災者のニーズに即したきめ細かな復興プロセスが要請される。災害
復興は、国の復興制度を基本として、被災地住民と自治体を中心に多様な形で進
めていくのがのぞましい。その際、NPO・NGO、企業、学校などの地域団体や各
種ボランティアの役割についても一定の枠組みを用意しておく必要があるだろ
う。
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■Abstract
Whenever a large-scale disaster occurs, everybody demands quick fukkou (re-
construction), but there is much ambiguity in the meaning of fukkou . The urban
development (or redevelopment) that followed the Great Kanto Earthquake in
1923, known as the “fukkou of the Imperial Capital” remains strongly linked to
the concept of reconstruction, but recent styles of reconstruction, such as that fol-
lowing the Great Hanshin Awaji Earthquake of 1995, have focused on restoring
the lifestyles of the victims. Thus, two views of post-disaster reconstruction, old
and new, are jostling for position. This paper analyses the use of the term fukkou ,
as well as its interpretation in law and administration, points out confusion in its
meaning, and proposes a new concept for revitalization (saisei )-based reconstruc-
tion.
Fukkou is the recovery of people and places devastated by disasters; it is not
necessarily a way of making things better than they were before the disaster, but
rather the revitalization (saisei ) of things that have been devastated. In light of
which, this paper aims to highlight what is needed in the reconstruction of life-
styles and dwellings, towns and villages. It further focuses on the aesthetic nature
of reconstruction that entails revitalization , and highlights the importance of
social-aesthetic-based reconstruction surveys that make full use of the human
senses.
Dennis Gabor said that a mature society was one that remains dedicated to
advancing quality of life even when it had given up on growth in population and
material consumption. This paper is an attempt to redefine reconstruction after a
──────────────────
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What does ‘Fukkou’ (reconstruction) mean?
Towards a Revitalization-based Disaster Reconstruction
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natural disaster from the point of view of a mature society that differs from the
traditional growth-oriented society.
Key words: natural disaster, reconstruction, revitalization, mature society, social aesthetics
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